
平成３０年９月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告１２ 健全化判断比率の報告について 

議案６７ 教育委員会の委員の任命について 

議案６８ 平成３０年度豊明市一般会計補正予算（第３号）について 

議案６９ 豊明市民交流センターの設置等に関する条例の制定について 

議案７０ 
豊明市地域安全ステーションの設置等に関する条例の一部改正

について 

議案７１ 
豊明市長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条例の一部

改正について 

議案７２ 豊明市遺児手当支給条例の一部改正について 

議案７３ 
豊明市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正について 

議案７４ 豊明市ホテル等の建築の規制に関する条例の一部改正について 

議案７５ 平成３０年度豊明市一般会計補正予算（第４号）について 

議案７６ 
平成３０年度豊明市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）に

ついて 

議案７７ 
平成３０年度豊明市介護保険特別会計補正予算（第１号）につい

て 

 

















議案第６７号 

 

   教育委員会の委員の任命について 

下記の者は、平成３０年９月３０日任期満了となるので、同人を再任するも

のとする。 

 

  平成３０年８月２８日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市三崎町 

氏  名   久 留 島 夕 紀 

生年月日   昭和３８年７月２２日生 

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第

２項の規定に基づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 

 





















議案第６９号 

 

豊明市民交流センターの設置等に関する条例の制定について      

 豊明市民交流センターの設置等に関する条例を別添のように定めるものとす

る。 

 

  平成３０年８月２８日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、地方自治法第２４４条の２の規定に基づき、豊明市

民交流センターの設置及び管理について必要な事項を定める必要があるからで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

豊明市民交流センターの設置等に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

の規定に基づき豊明市民交流センター（以下「センター」という。）の設置

及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 市民活動の健全な発展、世代を超えた市民相互の交流の促進を図るた

め、センターを設置するものとし、名称及び位置は次のとおりとする。 

（１） 名称 豊明市民交流センター 

（２） 位置 豊明市三崎町中ノ坪５番地１ 

（管理） 

第３条 センターは、市長が管理する。 

 （委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、必要な事項については、市長が規則で

定める。 

   附 則 

 この条例は、豊明市民交流センターの開設日から施行する。 

 



議案第７０号 

 

   豊明市地域安全ステーションの設置等に関する条例の一部改正ついて 

 豊明市地域安全ステーションの設置等に関する条例を別添のように定めるも

のとする。 

 

  平成３０年８月２８日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方自治法第２４４条の２の規定に基づき、豊明市

地域安全ステーションの設置及び管理について必要な事項を定める必要がある

からである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

豊明市地域安全ステーションの設置等に関する条例の一部を改正する条

例 

 

豊明市地域安全ステーションの設置等に関する条例（平成２７年豊明市条例

第１号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「次」を「別表」に改め、第１号及び第２号を削る。 

附則の次に次の別表を加える。 

別表（第２条関係） 

名称 位置 

豊明市南部地区安全ステーションさか

え 

豊明市新栄町二丁目３７４番地 

豊明市北部地区安全ステーションちょ

くし 

豊明市沓掛町小廻間１６番地１４ 

附 則 

この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 

 



議案第７１号 

 

   豊明市長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条例の一部改正につ

いて 

 豊明市長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条例の一部を改正する条

例を別添のように定めるものとする。 

 

平成３０年８月２８日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、公職選挙法及び公職選挙法施行令の一部改正に伴い

必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

豊明市長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条例（平成２２年豊明市

条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

豊明市の議会の議員及び長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条

例 

第１条及び第２条中「豊明市長の」を「豊明市の議会の議員及び長の」に改

める。 

第４条及び第５条中「７円３０銭」を「７円５１銭」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３１年３月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市の議会の議員及び長の選挙におけるビ

ラの作成の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を

告示される選挙について適用し、同日前にその期日を告示された選挙につい

ては、なお従前の例による。 



議案第７２号 

 

豊明市遺児手当支給条例の一部改正について 

豊明市遺児手当支給条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものと

する。 

 

  平成３０年８月２８日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典 

 

   説 明 

この案を提出するのは、生活困窮者等の自立を促進させるための生活困窮者

自立支援法等の一部を改正する法律の公布により、児童扶養手当の事務手続が

見直され、豊明市遺児手当支給も合わせるため必要があるからである。 

 

 

 

 

 



豊明市遺児手当支給条例の一部を改正する条例 

 

豊明市遺児手当支給条例（平成４年豊明市条例第２号）の一部を次のように

改正する。 

第３条第２項中「７月」を「１０月」に改める。 

第６条第２項中「８月、１２月及び４月の３期」を「１月、３月、５月、７

月、９月及び１１月の６期」に改める。 

附 則 

この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。ただし、第６条第２項の

改正規定は、平成３１年１１月１日から施行する。 

 



議案第７３号 

 

   豊明市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正について 

 豊明市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

  平成３０年８月２８日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典    ＿ 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一

部改正に伴い必要があるからである。 

 



豊明市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

    

豊明市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年豊明市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

第５条第５項中「次条第２号」を「次条第１項第２号」に、「第１６条」を

「第１６条第１項」に改める。 

 第６条中「第７条第１項」を「次条第１項」に、「第１７条第１項から第３

項まで」を「第１７条第１項から第３項まで並びに附則第３条」に改め、同条

第２号中「保育をいう」の次に「。以下この条において同じ」を加え、同条に

次の２項を加える。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であって、次に掲げる要件の全てを満たす

と認めるときは、前項第２号の規定を適用しないことができる。 

（１） 家庭的保育事業者等と次項に規定する連携協力を行う者との間でそ

れぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

（２） 次項に規定する連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じ

ないようにするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る

連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

（１） 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所

（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所に

おいて代替保育が提供される場合 第２７条に規定する小規模保育事

業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者

（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。） 

（２） 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を

勘案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認

める者 

第１６条第２項に次の１号を加える。 



（４） 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業

者のうち、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、

衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有するととも

に、利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の

提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、

乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができる者と

して市が適当と認めるもの（家庭的保育事業者が第２２条に規定する

家庭的保育事業を行う場所（第２３条第２項に規定する家庭的保育者

の居宅に限る。附則第２条第２項において同じ。）において家庭的保

育事業を行う場合に限る。） 

 第２８条第７号イの表中「同条第３項第１号」を「同条第３項第２号」に、

「同条第３項第２号、第３号及び第９号」を「同条第３項第３号、第４号及び

第１０号」に改める。 

第４３条第８号イの表中「同条第３項第１号」を「同条第３項第２号」に、

「同条第３項第２号、第３号及び第９号」を「同条第３項第３号、第４号及び

第１０号」に改める。 

第４５条中「第６条第１号」を「第６条第１項第１号」に改める。 

附則第２条中「施行の日の前日」を「施行の日（以下「施行日」という。）

の前日」に、「が、施行日後」を「（次項において「施設等」という。）が、

施行日以後」に、「この条例の施行の日から」を「施行日から」に、「第４７

条第１項本文（調理員に係る業務」を「第４７条第１項本文（調理員に係る部

分」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日以後に家庭的保育事業（第２２条に規定

する家庭的保育事業を行う場所において実施されるものに限る。）の認可を

得た施設等については、施行日から起算して１０年を経過する日までの間は、

第１５条、第２２条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及び第２３条第

１項本文（調理員に係る部分に限る。）の規定は、適用しないことができる。

この場合において、当該施設等は、利用乳幼児への食事の提供を家庭的保育

事業所等内で調理する方法（第１０条の規定により、当該家庭的保育事業所

等の調理設備又は調理室を兼ねている他の社会福祉施設等の調理施設におい



て調理する方法を含む。）により行うために必要な体制を確保するよう努め

なければならない。 

附則第３条から附則第５条までの規定中「この条例の施行の日」を「施行日」

に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第７４号 

 

豊明市ホテル等の建築の規制に関する条例の一部改正について 

豊明市ホテル等の建築の規制に関する条例の一部を改正する条例を別添のよ

うに定めるものとする。 

 

平成３０年８月２８日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、旅館業法の一部改正に伴い必要があるからである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市ホテル等の建築の規制に関する条例の一部を改正する条例 

 

 豊明市ホテル等の建築の規制に関する条例（平成１０年豊明市条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「ホテル営業」を「旅館・ホテル営業」に改め、「、同条第

３項に規定する旅館営業」を削り、「同条第４項」を「同条第３項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、平成３０年６月１５日から適用する。 
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